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２００８年は内部統制と
　トレーサビリティに注目！
今年の自動認識業界を大きく動かすであろうキーワードとして、やや

マクロ的な視点から「内部統制とトレーサビリティ」を挙げてみました。今号

では今年中に動きを見せる可能性の高い内部統制とバーコード・２次元コー

ドシステムについてお話ししたいと思います。

 

なんで内部統制が？

内部統制とバーコードの
切り離せない結びつき

『内部統制』は、今年４月に控えた金融

商品取引法の施行時に本格稼働するよう

に求められており、現在、各企業では急ピッ

チで準備が進められています。

『内部統制』と聞くといわゆる「日本版ＳＯ

Ｘ法」を思い浮かべる方も多く、「財務関係

のことだから、経営層や経理、総務部門以

外には関係ないでしょ？」と、どこか他人

事のように考えられていることも珍しくあり

ません。

確かに日本の内部統制は、アメリカの巨

大企業エンロンの巨額の不正経理・不正

取引事件（2001年12月破綻）、同じく米国の

長距離通信大手「ワールドコム（Worldcom）」

の粉飾会計（2002年7月破綻）が引き金と

なり、アメリカの上場企業の会計制度変更

と投資家保護を記した通称「ＳＯＸ法」が制

定されたことがきっかけになっています。

事件が注目されたときに企業会計の不正・

不祥事というくくりで多く報道されたため、

日本では「内部統制＝財務関係（＝日本

版ＳＯＸ法）」というイメージが定着してしまっ

たのだと思われます。しかし一般に知られ

ている「内部統制（日本版ＳＯＸ法と呼ば

れているもの）」は、内部統制の中でも財

務報告に関する要素の一部分でしかなく、

本当の意味での内部統制は「コンプライア

ンス」や「業務活動」といった要素を含む企

業統治全体をカバーするような枠組み全

体のことを指すものなのです。

「内部統制」を一言でまとめてしまうと、「違

法行為・不正な取引を防止し、財務報告の

信頼性を高める仕組み」とでも言えるでしょ

うか。要するに「上場企業は不正を行う隙

間などどこにもない、適正で厳密な仕組み・

手続きにしなさい」ということです。当然の

ことながらこの仕組みや手続きには客観

的な監査がなされ、証明されることになりま

す。つまり内部統制は財務関係だけに止

まらず、企業の内部にあるすべての業務

に及ぶというということなのです。

別の見方をすれば、財務報告は材料な

どの仕入情報、製造原価、在庫資産、出

荷／販売実績などの情報が正確・迅速に

積み上げられてできるのですから、「入出

荷管理」、「生産管理」、「品質管理」、「在

庫管理」、「個人認証」に対しても絶対的な

信頼性が必要となります。原油の高騰によっ

て昨年来さまざまな原材料が高騰する一方、

マーケットでは激しい競争が続き、そうそう

簡単には製品価格に転嫁できないという

昨年は食の偽装問題で、ビデオの繰り返しのように

何度も記者会見が行われました。このような不正を防

止するためにも自動認識は一役買うことができます。

Mini Column ～ ミニ・コラムエンロン事件に関連するトリビア

かつて世界には通称 “Ｂｉｇ５”と呼ばれる会計事務所があり、エンロンの会計監査を担当し

ていたのがそのうちの一つ、シカゴの「アーサー・アンド・アンダーセン」であった。

2001年10月、ウォールストリート・ジャーナル紙がエンロン社の不正会計疑惑を報じたのをきっ

かけに、粉飾会計と損失隠蔽が発覚。アーサー・アンド・アンダーセンが監査を担当していると

いう市場の信頼感が裏切られた形になり、会計事務所としての信用を失墜。監査業務が停止さ

れ2002年に消滅した（証拠隠滅については連邦最高裁で無罪判決）。

ちなみにエンロン事件がきっかけで制定された“ＳＯＸ法”は正式には「上場企業会計改革お

よび投資家保護法」という名称で、法案を提出したポール・サーベンス（Paul Sarbanes）とマイ

ケル・G・オクスリー（Michael G.Oxley）の２人の上下院議員の名前から通称サーベンス・オ

クスリー法と呼ばれ、略称としてＳＯＸ法と呼ばれるようになっている。

余談だが、テレビＣＭでも眼にする「アクセンチュア」は1989年にアーサー・アンド・アンダー

センから分社化したコンサルティング会社で、元の名称を「アンダーセン・コンサルティング」と

いう。



新年明けましておめでとうございます。

今年も自動認識にまつわる情報についてあちらこちらにアンテナを張りながら、皆様から

“面白かったよ”、“役に立ったよ”の一言を楽しみに、毎月お届けして参りたいと思って

おります。

本年も東研ともども“Flags”をよろしくお願い申し上げます。
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● 展示会情報 　（ご招待券を用意しています。お申し付け下さい）

第２５回 エレクトロテスト・ジャパン

〔展示会の概要〕

エレクトロニクス実装、半導体、基板製造に関する検査・試験・

測定・分析機器が一堂に集まる専門技術展『第２５回エレクト

ロテスト・ジャパン』が、１月１６日～１８日の３日間、東京・有明

の東京ビックサイトにて開催されます。

同時開催展を含めると、エレクトロニクス業界の展示会とし

てはアジア最大。東展示棟と西展示棟の２ヶ所で７つの専門

店が同時開催され、エレクトロニクス関連の情報収集には欠

かせない展示会になっています。

〔東研ブースの見どころ〕

当社の誇るＸ線顕微検査装置の主力ラインナップを出展。

大型の実装基板の検査に対応し、傾斜撮像と加熱装置をプラ

スした新製品『ＴＵＸ-３２００』は本展示会で初めて公開となります。

会 期　　２００７年１月１６日（水）～１８日（金）
場 所　　東京ビックサイト＜東展示棟＞
ブース番号　東３ホール　 ４－３８　

厳しい状況の中、各企業は利益を確保す

るためにの継続的な努力が不可欠になっ

ています。そんな厳しい環境下で業務効

率を落とすことなく信頼性を確保するため

には、バーコード・２次元コードをはじめと

する自動認識技術の活用がより必要になっ

てくるのではないかと予測しています。

昨年は『偽』という漢字で表されてしまっ

たように、老舗ブランドをはじめとする食

品偽装事件・問題の多さが記憶に残った

年でした。

近年の食品関連の問題を振り返ると、一

昔前のようにシステムの不備や教育、管

理不足が原因で消費者に被害が及んで

しまう「重大な過失」が引き起こした「事故」

というものではなく、表示義務規制を巧妙

にかいくぐり、消費者に気づかれないよう

な不正によって利益を確保するといった、

意図的で悪意があると捉えられても仕方

がない「事件」に変化しているように思い

ます。

かつての食品事故であれば、原因を究

明してシステム上の不備を改善したり、指

導や教育を重ねるといった再発防止の対

策を講じることができました。しかし、不正

による食品偽装事件の場合は、関係者の

内部告発による発覚がほとんどで、再発

防止のためには、職場や企業に根付いた

感覚や常識を改善しなければなりません。

事件の再発防止は、食品事故とは比べも

のにならないほどの困難を要するのです。

今まで私たちは「正確かつリアルタイムに」、

「誰が作業しても変わらぬ作業効率と品

質の確保」の２つを掲げ、自動認識技術

を活用したトレーサビリティを提案してきま

した。しかし、昨年のように意図的で組織

全体が蝕まれているような事件を目の当

たりにしてみると、これからのトレーサビリティ

には、正確性や効率のほかに、「社会正義」

を担保するための仕組みも組み込まなけ

ればならないのかもしれないと考えはじめ

ています。

先にお話しした内部統制と重複する部

分も多く、また健全な努力で日々活動さ

れている多くの企業には失礼な話なのか

もしれませんが、かつてＰＬ法が制定され

たときのように、正しい企業だからこそ、そ

の正しさをも自らマーケットに訴えていく

必要が出てきたのかもしれません。

老舗の看板をそのまま「信頼」と読み替

えることができた頃と比べると、「まず疑っ

てかかれ」というような昨今の情勢は、な

んとも寂しい感じがしますが、トレーサビリティ

を取り入れて行くことが、企業が信頼を得

る近道となる時代が到来したのだと考えて

います。

再燃するトレーサビリティ


